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作成日 令和 4年 11 月 24 日 作成者 環境推進課 

会議名 令和 4年度 第 2回刈谷市環境都市アクションプラン推進会議 

日 時 
令和 4年 11 月 15 日（火） 

14 時～15 時 30 分 
出席者 

別添のとおり 

 ・委 員 １０名 

 ・事務局  ５名 
場 所 市役所 5階 502 会議室 

資 料 別添のとおり 

議事内容 下記のとおり 

【開会】 

◆環境推進課長により進行（委員紹介後は、会長が議事進行） 

◆あいさつ（会長） 

前回は昨年度の進捗状況の報告と、改定のスケジュール等についての内容であった。今回

は今後の改定の方向性とこれまでの進捗状況の整理、そして改定に向けた温室効果ガスに対

する算定方法の見直し及び削減目標の設定手法についてなど、改定に向けて議論を深めてい

く内容となっている。 

現在、COP27 が行われており、日本は 1990 年代には環境先進国と言われていたが、COP で

化石賞を受賞するような状況となっている。刈谷市には、日本の産業を支えている大企業の

研究部門も存在しており、様々な存在を繋ぎ合わせて取組を推進していくための改定となる。 

委員の皆さんには、様々なところで活動され、これまでに培われたものを活かしていただ

けるようぜひ積極的にご発言いただき、内容の精査にご協力をお願いしたい。 

 

◆委員紹介（環境推進課長） 

出席委員を順に紹介 

※出席委員が過半数以上であるため、会議成立。 

 

【議題】 

（１）刈谷市環境都市アクションプランの改定について 

資料１に基づき事務局より説明 

◆意見・質疑 

特になし。 

 

（２）刈谷市環境都市アクションプランの進捗状況の整理 

資料２に基づき事務局より説明 

 

◆意見・質疑 

委員 ：ＢＥＭＳとはどういうものなのか。 

事務局 ：Building and Energy Management System の略称で、建物のエネ

ルギーの使用状況等を一括で管理し、最適化する仕組みであり、
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省エネ・省ＣＯ２に寄与するものである。 

会長 ：民間及び公共施設のＢＥＭＳの普及状況はわかるのか。 

事務局 ：ＨＥＭＳのように市で補助事業を実施しているものは、補助件数

を把握できているが、ＢＥＭＳは補助事業を実施しておらず、普

及状況等は把握できていない。 

会長 ：普及状況を数値化することが難しく、取組の進捗状況を把握する

ことも難しいということか。 

事務局 ：現行アクションプラン策定当時は、ＢＥＭＳの補助事業を検討し

ていたのかもしれないが、現状はそれに至っていない状況であ

る。 

会長 ：数値化することが難しいということはわかった。 

 ＢＥＭＳも新築時であれば導入はしやすいが、既築では難しいこ

とや、最近の新型コロナの影響で換気が重要視されており、換気

を行いつつ効率的な空調が求められる等の課題があると思われ

る。今後の技術の向上も含め、取組を進めていくという方向性は

重要であると考えている。 

 

（３）温室効果ガス排出量について 

資料３に基づき事務局より説明 

 

◆意見・質疑 

会長 ：ＣＯ２以外の温室効果ガスについて、市民や企業等の取組による

削減効果はどのように考えていくのか。 

事務局 ：ＣＯ２以外の温室効果ガスは現状算定していないので、どのよう

な取組をしていかなければならないかは、これから検討していく

状況であるが、現状では、温室効果ガス排出量の大部分を占めて

いるのはＣＯ２であるので、本アクションプランの改定において

も、現在と同様にＣＯ２に特化した取組とすることを考えてい

る。一方で、ＣＯ２以外の温室効果ガスを算定していないので、

なぜＣＯ２に特化した取組としているのかということが明確に

なっていないのが現状である。そのため、まずは全ての温室効果

ガス排出量を算定し、全体の大部分を占めているのはＣＯ２であ

るため、ＣＯ２に特化した取組としていることを示したいと考え

ている。 
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会長 ：量としては少なくても、温室効果としてはＣＯ２の何倍にもなる

ものもある。そういった点を市民の方に意識していただくために

も、ＣＯ２以外の温室効果ガスについても数値化して示していく

ことは重要だと思われる。 

委員 ：資料３の２ページに代替フロン等４ガスとなっているが、６ガス

ではないのか。 

事務局 ：ＣＨ４とＮ２Ｏと代替フロン等４ガス（ＨＦＣｓ、ＰＦＣｓ、ＳＦ

６、ＮＦ３）で、６ガスということである。 

 

 

（４）温室効果ガス削減目標の検討方法について 

資料４に基づき事務局より説明 

 

◆意見・質疑 

委員 ：今回の推進会議では、2030 年に何％削減するかということを検討

するのか。 

事務局 ：国の示す取組による削減効果と市独自の取組による削減効果を積

み上げて、削減目標の案を示した上で、皆様に議論いただきたい

と考えている。国が 2030 年に 46％削減を掲げている中で、同様

の値あるいはそれ以上の値を目指していくことにはなっていくか

と思うが、そういった点についても皆様からご意見をいただきた

いと考えている。 

会長 ：国の示す取組による削減効果に期待するが、実際に実現可能かは

不透明であり、個々の努力が必要になってくると思われる。ＣＯ

Ｐで化石賞を取っている現状を考えると、努力はしていても画期

的なものが足りないことが示されているようにも感じている。刈

谷市には、日本の産業を支えている大企業もあり、それを支える

地元の企業や市民がいて、温室効果ガス削減の取組を進めてい

る。推進会議に参加されている皆様は、様々な活動をされている

と思われ、それらを刈谷市に活かしていただけることがあるので

はないかと考えている。温室効果ガス削減目標は大きな目標であ

るので、単独企業では難しいことも刈谷市と共同で取り組むとい

う機会になると良いのではないか。 

委員 ：国の取組と市独自の取組による削減効果を積み上げるということ

だが、愛知県の取組は考慮しないのか。 

事務局 ：県の取組も国の取組に含まれる部分があるという考えから、国の

取組と市独自の取組として削減効果を検討している。 

会長 ：愛知県の取組が数値として出てきていれば、それについても検討
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するという考えで良いか。 

事務局 ：愛知県も現在、改定を行っており、パブリックコメントで改定案

が示されている状況である。内容を確認して、本アクションプラ

ンに盛り込める部分があれば検討していきたい。 

委員 ：資料２で示された各分野の施策の効果は、資料３の分野別の温室

効果ガス排出量に反映されているのか。 

事務局 ：アクションプランにおける市の取組としては、中小企業を対象と

しており、資料２の進捗状況については、中小企業を対象とした

取組として、市がどんな取組を進められたかを示すものになって

いる。一方で、資料３の温室効果ガス排出量は、大企業も含めた

産業全体の排出量を示している。 

委員 ：自動車業界としては、エコステーションの設置等インフラの整備

が重要と考えているが、これまで企業と共同でエコステーション

の設置を進める等の取組を行っているのか。 

事務局 ：当時、個別に企業と連携した取組を検討していたかは把握できて

いない。推進会議にご参加いただいている皆様と連携して数値目

標を持った取組を進めていければと考えているので、今後の改定

の中でご意見等をいただきながら検討していきたい。 

会長 ：これまでの推進会議の中で、エコモビリティの分野では、水素ス

テーションの導入支援やエコカー導入支援等を市に実施してほし

いというご意見もあった。そういった市からの支援（助成金）の

取組だけでなく、企業と市が連携して実証試験的な取組ができな

いか等の提案をいただけると良いのではないかと考えている。 

委員 ：削減目標の設定方法だが、国の目標が 46％であるので同様に

46％削減を目指すのか。あくまでも取組による削減効果を積み上

げて削減目標を決めるのか。例えば、削減効果を積み上げて

30％にしかならなかった場合、そのまま 30％を目標とするの

か、更に取組を積み上げて 46％に近づけるのか。 

事務局 ：現状で明確なことは言い難いが、国が 46％削減を掲げている中

で、それよりも明らかに低い目標値は立てにくいと考えている。 

委員 ：資料４の２ページのグラフについて、ＢＡＵは 2013 年度よりも

増加するように見えるが、どのように考えているのか。 

事務局 ：ＢＡＵは現状、何も対策をしないまま推移した場合の温室効果ガ

ス排出量である。現状のグラフは考え方を示しており、ＢＡＵは

これから推計を行うので、2013 年度よりも温室効果ガス排出量

は少なくなる可能性もある。 

委員 ：アクションプランの改定時期はいつを予定しているのか。また、

どのようなステップで進めていくのか。 
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事務局 ：今年度と来年度の２年度をかけて改定を進めていく予定である

（2024 年３月改定予定）。今年度は、削減目標も含めた骨子を

作成し、市の取組として何ができるのかを示していきたいと考え

ており、来年度には改定案を皆様に提示する予定である。 

委員 ：資料４の２ページのグラフにある市の施策による削減効果が、資

料２で示された施策によるものか。資料２を見ると、数値で示せ

るものは少ないように思えるが、このグラフのように積み上げら

れるものなのか。 

事務局 ：資料４のグラフは考え方を示しており、現段階ではイメージであ

るが、削減目標を示す際には、積み上げた削減量も示していく。

また、ご指摘のとおり、現状では資料２に示した施策の進捗状況

評価は抽象的な表現が多くなっている。今後の改定の中で、数値

指標を持ち、それを達成することでＣＯ２削減を図っていくとい

うことを示していきたいと考えている。 

事務局 ：これまでにも数値化して目標を立てていくべきではないかという

ご意見をいただいていたこともあり、今回の改定では数値化して

示せるようにしていきたいと考えている。 

 2030 年までの６年間でどのように減らしていくのかというのは皆

様も考えている部分であると思うが、資料４のグラフに示すよう

に、国の施策による削減効果の影響が非常に大きいとは思ってい

る。国の施策は、電化をして化石燃料の使用を減らし、電力も再

生可能エネルギーを使用する方向に向かっている。国も 46％削

減の目標を掲げた以上、それに向かって取り組んでいくはずだ

が、国の取組が上手くいかなければ、このアクションプランの目

標も共倒れになりかねないという懸念がある。国の施策で何％削

減、市の施策で何％削減というのはしっかりと示し、市の施策の

成果を示せるようにしていきたいと考えている。 

会長 ：これまでも数値化した目標をという意見もあったので、今回の改

定で数値化し、施策の効果をしっかりと示していくことは必要で

あると考えている。一方で、数値で示すことが出来ないから効果

がない取組としてやめてしまうというのは大きな損失になってし

まうと思われる。 

 

（５）その他について 

◆事務局説明 

前回の推進会議にてお伝えしたとおり、本年度は３回程度の会議を予定している。今

回示した改定の方向性と、本日いただいたご意見を踏まえ、次回は改定の骨子を示すこ

とを予定している。第３回は年が明けて、２月頃を開催予定としている。 
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◆意見・質疑 

委員 ：次回の推進会議の際には、削減目標や削減効果を示していただけ

るということか。 

事務局 ：次回の推進会議で示す予定である。 

委員 ：今回のアクションプランは、基本的には 2030 年に向けてという

ことだと思われるが、長期的（2050 年まで）に行う取組として

2030 年までにここまで実施しておきたいということをアクション

プランに入れ込んでいけると、今後の刈谷市の将来性もより広が

ると思われる。2030 年だけをターゲットにするのではなく、2050

年をターゲットにする中の 2030 年についても検討できると良い

のではないかと考えている。 

委員 ：次回の推進会議の際には、今回よりも早めに資料を送るようにす

るとのことだが、どのくらいの時期に資料がいただけそうか。 

事務局 ：できるだけ早くお送りできるようにしたいと考えている。 

委員 ：資料３のＣＯ２排出量は 2019 年度実績であるが、2020 年度実績は

まだ出ていないのか。 

事務局 ：国の統計資料等を使用しており、その統計資料が公表される時期

を待つと 2019 年度のものが最新版になっているのが状況であ

る。 

委員 ：難しいとは思うが、タイムリーに公表できるものだけでも実績が

公表できると良いのではないか。 

会長 ：公表されていないものはどうしようもないが、刈谷市内でわかる

もの（刈谷市として努力した成果等）だけでも示せると、市民の

方のやる気にも繋がるのではないか。 

委員 ：推進会議のメンバーに中部電力様や東邦ガス様が入られているの

で、企業から刈谷市が情報を入手するということは難しいのか。 

事務局 ：以前はデータをいただいていたが、電力やガスの全面自由化に伴

い、全量把握が難しくなっている部分があると伺っている。 

委員 ：電力やガスの消費量の削減効果が、資料３のＣＯ２排出量に寄与

しているということで良いか。 

事務局 ：消費量が削減されているというよりは、電力の排出係数が下がっ

ていることがＣＯ２排出量には大きく影響していると思われる。 
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会長 ：新しい技術や努力によって排出係数や原単位が変われば、ＣＯ２

排出量にも影響があるので、次回の推進会議の際には、ＣＯ２排

出量に影響を与えているもののデータ等も示していただけるとわ

かりやすいのではないか。これからの改定に向けて、理解を深め

られるような資料を示していただけると、検討が進めやすいので

はないかと考えている。 

 

 

以上 


